
担当する

課・室の名称

1 健康医療対策課
診療所の医薬品衛生材料の
購入

令和5年6月1日

株式会社エバルス　営業本
部浜田支店
浜田市笠柄町12
株式会社セイエル　浜田営
業所
浜田市下府町327-87
ティーエスアルフレッサ株
式会社　浜田支店
浜田市下府町388-30
株式会社サンキ　浜田支店
浜田市下府町821-7

単価契約 地方自治法施行令第167条の2第1項第6号
約650品目を1案件にまとめて入札で実施するには、事業者からすると応札が困難と予想されるため、
1品目ごとの発注とし、医薬品等の納入は翌日、即日納品を要することから、市内に営業所がある事
業者とし、医薬品等の購入実績がある者とする。

2 議会事務局
ケーブルテレビによる浜田
市議会中継放送等業務委託

令和5年6月1日
株式会社 石見ケーブルビ
ジョン
浜田市竹迫町2886番地

1,871,000 地方自治法施行令第167条の2第1項第2号 市内のケーブルテレビ事業者が石見ケーブルビジョン1社のみであるため。

3 商工労働課
伴走型フォローアップ事業
業務

令和5年6月1日
lien　山岡　直哉
島根県浜田市金城町七条イ
975

800,000 地方自治法施行令第167条の2第1項第2号

本業務は、創業後の諸課題解決に向けたアドバイスや各種専門家へ繋ぎ課題に沿った支援を個別に行
うものであり、コーディネーターとしての専門性が必要となる。山岡氏は、創業支援を中心としたコ
ンサルティング会社を起業し、複数の事業者の経営サポートに携わっている。浜田市役所で事業相談
に従事した実績もあることから随意契約を行った。

4 保険年金課
国民健康保険特定健康診査
および健康診査業務委託

令和5年6月1日
島根県厚生農業協同組合連
合会
出雲市斐川町美南1666番地

複数
単価契約

地方自治法施行令第167条の2第1項第2号
市町村合併後、当時の基本健診については自治区ごとにJA厚生連と島根県環境保健公社に委託してい
たが、費用、事前事後処理及びデータ管理などの項目において、JA厚生連への委託が最も効率的に事
業を実施できると判断したため。

5 健康医療対策課 高齢者福祉計画策定業務 令和5年6月2日
ジェイエフシー株式会社
高知県高知市葛島4-3-30

2,090,000 地方自治法施行令第167条の2第1項第2号

本計画の策定においては、計画期間を同じとする浜田地区広域行政組合が策定する第9期介護保険事
業計画との関連性が強く、その整合性をとる必要がある。また、使用するデータについても分析やス
ムーズな移行が可能となることから、浜田地区広域行政組合第9期介護保険事業計画策定業務を受託
した上記業者に委託することが望ましいと考えるため。

6 地域福祉課
浜田市戦没者追悼式運営業
務の委託

令和5年6月5日
社会福祉法人浜田市社会福
祉協議会
浜田市野原町859番地1

563,000 地方自治法施行令第167条の2第1項第2号
当該相手方は平成21年度以前から運営に深く関わっており、式典の企画・運営等全般に精通している
ため。また、他に請け負う団体もいないため。

7 人事課
令和5年度職員健康診断業務
（単価契約）

令和5年6月6日

（公財）島根県環境保健公
社
島根県松江市古志原1丁目4
番6号

単価契約 地方自治法施行令第167条の2第1項第2号

職員健康診断のついては、労働安全衛生法第66条第1項により事業主の実施義務となっている。千人
以上の健診対象者がいる当市では、事業運営上、短期間に集中して健診を行うことが外部委託上で必
須の条件であり、当該法人はその能力を有する。
また、当該法人は健康診断と同時に特定業務検診・特殊検診も実施でき、受診する職員の負担軽減が
可能である。

8 行財政改革推進課
本庁舎1階川側出入口前の手
すり修繕

令和5年6月6日
株式会社伊原組
浜田市京町61

629,200 地方自治法施行令第167条の2第1項第5号
本庁舎1階川側出入口前の手すりがぐらついており、転落の危険性があるため、緊急的に修繕をする
必要がある。

9 商工労働課
三桜酒造跡地における公共
活用基本方針策定業務

令和5年6月8日
株式会社エブリプラン
島根県松江市北陵町46-6

7,914,500 地方自治法施行令第167条の2第1項第2号 浜田市プロポーザル方式選定委員会での審査結果による。

10 工務課 減圧弁オーバーホール業務 令和5年6月8日
株式会社 日弁特殊工業
奈良県生駒市北田原町1067-
26

6,340,400 地方公営企業法施行令第21条の14第1項第2号
実施予定の減圧弁は株式会社日弁特殊工業の製品であり、同社以外の会社ではオーバーホール及び調
整の実施ができないため。

11 資産税課
令和6年度固定資産税（土
地）の時点修正に関する業
務

令和5年6月12日
公益社団法人　島根県不動
産鑑定士協会
島根県松江市母衣町55番地4

1,430,000 地方自治法施行令第167条の2第1項第2号

宅地の固定資産評価は、適正な時価を基に算出するため、その地価動向、不動産価格に精通した不動
産鑑定士の専門知識が必要となる。また、当市においては、3年に一度の標準宅地鑑定評価業務を島
根県不動産鑑定士協会に委託しており、当該業務と緊密に関わり一連を成すものであることから同協
会と随意契約を締結するもの。

12 行財政改革推進課 本庁消防用設備等点検業務 令和5年6月14日
浜田電気工事株式会社
浜田市殿町51-22

1,359,600 地方自治法施行令第167条の2第1項第2号

当該業務は、本庁消防設備の基幹である「自動火災報知機及び防排煙設備」（平成22年度浜田電気工
事株式会社が受注）と密接不可分の関係にあり、トラブルが生じた場合の責任の所在が不明確になる
など支障が生じる恐れがある設備のため。また、本庁消防設備の現状に精通しており誤作動や故障発
生時の迅速な対応ができるため。

13 文化スポーツ課
世界こども美術館収蔵庫空
調配管更新工事

令和5年6月14日
株式会社電設サービス
浜田市黒川町97-8

2,764,300 地方自治法施行令第167条の2第1項第5号
　世界こども美術館収蔵庫空調配管からの冷媒ガス漏洩が確認され、収蔵庫空調の不調による収蔵作
品の適切な保全が行えなくなることが危惧されることから、緊急案件として配管更新工事を行う必要
があるため（空調機器の保守管理業者へ依頼）。

14 健康医療対策課
巡回総合ドック巡回人間
ドック業務委託

令和5年6月19日
島根県厚生農業協同組合連
合会
出雲市斐川町美南1666番地

単価契約 地方自治法施行令第167条の2第1項第2号 検診車で１日外来ドックと同様な検査内容を実施できる検診機関は他にないため。

15 観光交流課
国民宿舎千畳苑　真空温水
ヒーター部品交換業務

令和5年6月19日

株式会社ヒラカワ　広島営
業所
広島県広島市佐伯区五日市
駅前1丁目1番21号

743,710 地方自治法施行令第167条の2第1項第2号
千畳苑では、給湯にあたりヒラカワ製「高効率真空温水ヒータ」を導入しており、この機器のメンテ
ナンスを行える事業者は株式会社ヒラカワ以外にないため。

16 地域福祉課

令和5年度浜田市電力・ガ
ス・食料品等価格高騰重点
支援給付金システム導入及
び保守業務

令和5年6月21日
株式会社サンネット
広島県広島市中区袋町4番21
号

2,354,000 地方自治法施行令第167条の2第1項第2号
本システムの導入及び運用については、基幹系業務システム（ＣＯＫＡＳ-Ｒ/ＡＤ）で管理する住民
税基本台帳及び個人住民税課税台帳を利用し、基幹系業務システム運用業者以外での導入及び運用が
不可能であるため。
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17 維持管理課
令和5年度浜田市道路台帳更
新業務

令和5年6月21日
株式会社 パスコ　島根営業
所
松江市北陵町34

8,190,600 地方自治法施行令第167条の2第1項第2号

道路法第28条及び道路法施行規則第4条の2により、道路管理者は、その管理する道路の台帳を調製
し、これを保管しなければならないとされているが、当市では、道路管理の効率化及び適正化を目的
として、平成23・24年度の2か年をかけて「道路台帳管理システム」を導入し、浜田市内全域の市道
の網図及び台帳を電算化している。本業務は、本システムの登載データの更新を行うものである。主
な作業の流れとしては、廃止・認定・区域変更といった告示箇所等について、現地で調査及び測量を
実施し、収集した情報をシステムに入力してデータを更新し、調書や統計数値の補正を行うものであ
る。
これまで、本更新業務は、システムの開発業者に委託してきた。仮に委託業者が変わることになる
と、新たなシステム開発が必要となり、膨大な費用がかかるとともに、データを移行する際にも相当
の費用負担と作業期間が見込まれる。 また、本システムから抽出するデータは、高い精度が求めら
れる。仮に委託業者が変わればシステム変更による誤差が発生し、精度が保持できないことも予想さ
れる。本業務は、図面作成業務と調書や統計のシステム処理業務を一括で行うことで重複作業を省略
し、効率的かつ経済的に処理を行うことが可能となっている。例えば「道路施設現況調査」の報告に
ついては、毎年3月31日時点の道路台帳の記載事項について報告することになっているが、一括した
委託業務により重複作業が省かれ、年度末における円滑な集計作業が可能となっている。以上のよう
な理由から随意契約とする。

18 工務課
工業用水道第1水源地警報設
定器取替

令和5年6月22日

東芝インフラシステムズ 株
式会社 中国支社
広島県広島市中区鉄砲町7-
18

3,454,000 地方公営企業法施行令第21条の14第1項第2号
工業用水道第1水源地の計装盤及び計装部品・警報設定器は株式会社東芝が独自開発された製品で
あ、製品の調達から取替までの工事が行えるのは東芝インフラシステムズ株式会社中国支社のみのた
め。

19 地域福祉課

生活保護システムオンライ
ン資格確認改修及びレセプ
ト管理システム追加オプ
ション導入業務

令和5年6月23日
北日本コンピュータサービ
ス 株式会社
秋田市南通築地15-32

3,300,000 地方自治法施行令第167条の2第1項第2号

浜田市版生活保護システムは、平成16年度に北日本コンピュータサービス株式会社から調達・システ
ム構築した。また、平成28年10月に同社でシステム更新を行うとともに、令和4年11月には同社で本
市の仮想サーバへシステムの移行を行っており、生活保護システム改修は、北日本コンピュータサー
ビス株式会社のみが可能であるため。生活保護等版レセプト管理クラウドサービスは、北日本コン
ピュータサービス株式会社（以下、「受注者」という。）が支払基金から送信されるレセプトデータ
をクラウド環境内の発注者の設備へ取り込みや、取り込まれたレセプトデータについて、浜田市（以
下、「発注者」という。）がクラウド上にアップロードした被保護者情報と照合等を行う。また、受
注者が提供する生活保護システムにおいてもレセプトデータを活用して、医療券・調剤券情報と照合
し、被保護者の資格を有する者のレセプトデータか否かの資格点検等を行うため北日本コンピュータ
サービスのみが対応可能であるため。

20 維持管理課
市道浜田528号線エレベー
ター改修工事

令和5年6月26日
三菱電機ビルソリューショ
ンズ株式会社
広島市中区中町7-22

2,134,000 地方自治法施行令第167条の2第1項第2号
本工事は、浜田528号線のエレベーターを改修する工事である。当該エレベーターのシステム管理は
三菱電機ビルソリューションズ株式会社が行っており、同社が保有する技術でなければ施工ができな
いため。

21 工務課
三保浄水場No.2紫外線処理
装置点検業務

令和5年6月26日
株式会社 フソウ 中国支店
広島県広島市中区小町3番25
号

2,255,000 地方公営企業法施行令第21条の14第1項第2号
該当の紫外線処理装置は千代田工販㈱が製造しており、中国地方において部品調達及びシステム点検
調整のサービス拠点を有するのは、千代田工販㈱とOEM契約を締結している納入元で施工した㈱フソ
ウ中国支店のみであるため。

22 工務課
工業用水道ケーピー電磁流
量計（検定付）定期取替業
務

令和5年6月26日
小松電機産業　株式会社
島根県松江市乃木福富町
735-188

2,200,000 地方公営企業法施行令第21条の14第1項第2号
浜田市工業用水道統合監視装置は、小松電機産業株式会社製やくも水神システムでの情報伝送・監視
システムを運用しているため、当施設の電磁流量計を取替えるにあたり、従来どおりに流量データ
を、やくも水神システムへ編入させることが必須であるため。

23 健康医療対策課
島根県地域医療教育推進事
業委託

令和5年6月27日
浜田市校長会
浜田市原井町963番地15

910,000 地方自治法施行令第167条の2第1項第2号 市内小中学校を管轄している組織が校長会であり、実施校一括して委託するため。

24 工務課 野坂浄水場計装設備更新 令和5年6月27日

株式会社 中国日立 島根支
社
島根県松江市平成町182番地
13

2,310,000 地方公営企業法施行令第21条の14第1項第2号
野坂浄水場の計装盤及び及び計装部品・配水流量計は、日立によって独自開発された製品であり、製
品の調達から取替までの工事が行えるのは中国日立株式会社島根支社のみのため。

25 まちづくり社会教育課
特定建築物定期調査及び報
告業務

令和5年6月28日

一般財団法人島根県建築住
宅センター
松江市東本町二丁目60番地
すままちプラザ2階

860,200 地方自治法施行令第167条の2第1項第2号
当該法人は島根県から特定建築物定期調査報告受付や周知等の事務を受託している唯一の法人であ
り、業務委託することで、ワンストップで特定行政庁への報告が完了するため。

26 地域福祉課
生活保護システム用統合専
用端末導入及びネットワー
ク環境構築業務

令和5年6月29日
株式会社サンネット
広島県広島市中区袋町4番21
号

1,925,000 地方自治法施行令第167条の2第1項第2号
本件業務に必要な、各システム間のネットワークの構築に必要な設定作業を実施することができるの
は、設定変更が必要な機器の保守を含めた当市のネットワーク管理業務を担う株式会社サンネットの
みであるため。

27 環境課 浜田浄苑槽清掃業務 令和5年6月29日
株式会社 カンサイ
広島県広島市佐伯区五日市
町大字石内460番地

4,290,000 地方自治法施行令第167条の2第1項第2号
当該業者は、浜田浄苑での抜き取り、運搬、処分の一括受託の実績があり、長年同施設の槽清掃業務
に携わっているので施設内の槽の状況を把握しており業務遂行に必要である高度な技術を持っている
ため、本業務の履行にあたっては、当該相手方と契約することが有益であるため。


